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平成 17 年 12 月期     個別財務諸表の概要              平成18年２月27日 

上 場 会 社 名 イーシステム株式会社     上場取引所（所属部） 大阪証券取引所（ヘラクレス市場） 

コ ー ド 番 号 ４３２２           本社所在都道府県  神奈川県川崎市幸区堀川町５８０番地 

（ＵＲＬ http://www.e-system.co.jp） 

代 表 者   役職名 代表取締役社長 氏名 渡辺 博文 

問合せ先責任者   役職名 管理本部本部長 氏名 大西 浩之   ＴＥＬ（03）5781－8711 

決算取締役会開催日 平成18年２月27日 中間配当制度の有無  有  

定時株主総会開催日 平成18年３月28日         単元株制度採用の有無  無 

 

１ 17年12月期の業績（平成17年１月１日～平成17年12月31日）   

(1) 経営成績                                 （百万円未満は切捨表示） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

17年12月期 

16年12月期 

      百万円 

3,198 

5,353 

％

△40.3

△28.0

百万円

△482

△282

％

－

－

百万円 

△551 

△302 

％

－

－

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

17年12月期 

16年12月期 

百万円 

△2,491 

△417 

％ 

－ 

－ 

円

△17,101 

  △3,214

銭

93

63

円 銭

－

－

％

△54.8

△8.6

％ 

△4.7 

△2.5 

％

△17.2

△5.7

(注)①期中平均株式数  17年12月期 145,702株   16年12月期 129,955株 

②会計処理の方法の変更   無 

③売上高，営業利益，経常利益，当期純利益におけるパーセント表示は，対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率  

 

17年12月期 

16年12月期 

円 

0 

1,000 

銭

00

00

円 

0 

0 

銭 

00 

00 

円

0

1,000

銭

00

00

百万円

－

145

％ 

－ 

 － 

％

－

2.5

(注)16年12月期期末配当金の内訳 

 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

17年12月期 

16年12月期 

百万円 

10,623 

13,067 

百万円

3,222

5,863

％ 

30.3 

44.9 

円 

22,118 

40,250 

銭

22

3

(注)①期末発行済株式数   17年12月期 145,704株   16年12月期 145,679株 

②期末自己株式数    17年12月期  1,309株   15年12月期  1,309株 

 

２ 18年12月期の業績予想（平成18年１月１日～平成18年12月31日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中間期 

通 期 

百万円 

1,500 

4,500 

百万円

0

300

百万円

0

180

円 銭

－

－

円 銭 

－ 

－ 

円 銭

－

－

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)1,235円 38銭 

※ 上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいておりますが、様々な要因により記載の予想数値と異

なる可能性があります。 
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財務諸表等 
（１）貸借対照表                                     （単位：千円）      

  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 
増減 

区    分 
注記
番号 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

  ％  ％  
（ 資 産 の 部 ）    

Ⅰ 流 動 資 産    

１．現 金 及 び 預 金  3,232,155 2,480,699 △751,455

２．受 取 手 形  2,289 800 △1,488

３．売 掛 金 ※3 3,465,152 1,806,750 △1,658,401

４．有 価 証 券  75,000 21,899 △53,100

５．商 品 ※3 － 325,246 325,246

６. 仕 掛 品  90,070 85,606 △4,463

７．ソフトウェア使用許諾権 ※3,6 2,889,718 2,284,286  △605,431

８．貯 蔵 品  2,162 1,551 △610

９．前 渡 金 ※3 5,521 5,677 155

10．前 払 費 用 ※3 20,313 177,422 157,109

11．繰 延 税 金 資 産  158,383 358,026 199,643

12. 未 収 法 人 税 等  183,787 － △183,787

13. 未 収 消 費 税 等  193,177 54,641 △138,536

14．短 期 貸 付 金 ※3 326,218 1,576,856 1,250,638

15．未 収 入 金 ※3 1,018 31,354 30,336

16．為 替 予 約  － 4,923 4,923

17．そ の 他 ※3 9,648 15,929 6,280

貸 倒 引 当 金  △148 △655 △507

流 動 資 産 合 計  10,654,467 81.5 9,231,018 86.9 △1,423,448

Ⅱ 固 定 資 産   

(1)有 形 固 定 資 産   

１．建 物  5,364 3,433  

減価償却累計額  △1,377 3,986 △813 2,620 △1,366

２．工具器具備品  77,487 79,568  

減価償却累計額  △51,441 26,045 △59,413 20,155 △5,890

有形固定資産合計  30,032 0.2 22,775 0.2 △7,257

(2)無 形 固 定 資 産   

１．ソフトウェア  670,318 340,252 △330,066

２．電 話 加 入 権  1,339 1,339 －

無形固定資産合計  671,657 5.2 341,591 3.2 △330,066
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                                       （単位：千円） 

  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 
増減 

区    分 
注記
番号 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

  ％  ％  
(3)投資その他の資産    

１．投資有価証券  799,936 267,520 △532,415

２．関係会社株式  487,828 439,255 △48,572

３．出 資 金  185 185 －

４．関係会社出資金  45,145 45,145 －

５．従業員長期貸付金  37,094 77,971 40,877

６．破産更生債権等  31,314 103,165 71,850

７．繰延税金資産  176,879 79,615 △97,264

８．差 入 保 証 金  67,527 49,016 △18,511

９．保 険 積 立 金  85,152 57,671 △27,481

10. ゴルフ会員権  11,953 11,953 －

貸 倒 引 当 金  △31,321 △103,180 △71,859

投資その他の資産合計  1,711,694 13.1 1,028,317 9.7 △683,377

固 定 資 産 合 計  2,413,385 18.5 1,392,683 13.1 △1,020,701

資 産 合 計  13,067,852 100.0 10,623,702 100.0 △2,444,149

   

（ 負 債 の 部 ）   

Ⅰ 流 動 負 債   

 

１．買 掛 金  567,589 1,219,495 651,906

２．短 期 借 入 金  2,925,000 1,350,000 △1,575,000

３．一年内償還予定社債  1,660,000 1,260,000 △400,000

４．未 払 金  90,633 65,369 △25,264

５．未 払 費 用  5,034 6,577 1,543

６．未 払 法 人 税 等  4,655 19,922 15,267

７．株式売却未実現利益 ※7 － 777,481 777,481

８．前 受 金  64,726 91,936 27,209

９．預 り 金  15,444 12,976 △2,467

10．前 受 収 益  26,395 29,025 2,630

流 動 負 債 合 計  5,359,478 41.0 4,832,785 45.5 △526,693
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                                       （単位：千円） 

  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 
増減 

区    分 
注記
番号 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

  ％  ％  
Ⅱ 固 定 負 債    

１．社 債  1,680,000 420,000 △1,260,000

２．新株予約権付社債  － 2,000,000 2,000,000

３．退職給付引当金  47,599 47,877 278

４. 役員退職慰労引当金  117,189 100,326 △16,863

固 定 負 債 合 計  1,844,788 14.1 2,568,203 24.2 723,414

負 債 合 計  7,204,267 55.1 7,400,989 69.7 196,721

   

（ 資 本 の 部 ）   

Ⅰ 資 本 金 ※1 2,981,555 22.8 2,982,008 28.1 453

Ⅱ 資 本 剰 余 金   

１．資 本 準 備 金  2,426,755 2,427,208  

   資本剰余金合計  2,426,755 18.7 2,427,208 22.8 453

Ⅲ 利 益 剰 余 金   

 １．任 意 積 立 金   

   特別償却準備金  3,474
2,619

 
 

２．当期未処分利益  625,834 △2,010,774  

利益剰余金合計  629,309 4.8 △2,008,155 △18.9 △2,637,464

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※4 4,469 0.0 156 0.0 △4,313

Ⅴ 自 己 株 式 ※2 △ 178,505 △1.4 △ 178,505 △1.7 －

資 本 合 計  5,863,585 44.9 3,222,713 30.3 △2,640,871

負債・資本合計  13,067,852 100.0 10,623,702 100.0 △2,444,149

   

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 
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（２）損益計算書                                    （単位：千円） 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

増減 

区    分 
注記
番号 

金額 百分比 金額 百分比 金額 

  ％  ％

Ⅰ 売 上 高   

１．ＳＩビジネスサービス  1,587,662 1,581,777  

２．ライセンス等ビジネスサービス   664,230 1,194,290  

 

３．ソフトウェア等販売  3,101,342 5,353,234 100.0 422,182 3,198,250 100.0 △2,154,983

Ⅱ 売 上 原 価   

１．ＳＩビジネスサービス  1,058,005 1,213,941  

２．ライセンス等ビジネスサービス   589,473 813,245  

 

３．ソフトウェア等販売  2,341,192 3,988,671 74.5 356,921 2,384,108 74.5 △1,604,562

売 上 総 利 益  1,364,563 25.5 814,142 25.5 △550,420

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．役 員 報 酬  124,402 89,188  

２．給 料 手 当  373,689 344,405  

３．退 職 給 付 費 用  11,404 9,369  

４．法 定 福 利 費  41,624 38,806  

５．福 利 厚 生 費  13,075 8,970  

６．貸倒引当金繰入額  － 72,096  

７．役員退職慰労金  － 3,953  

８. 役員退職慰労引当金繰入額  31,722 9,181  

９．旅 費 交 通 費  37,840 40,572  

10. 減 価 償 却 費  40,969 57,379  

11．租 税 公 課  12,102 20,271  

12．広 告 宣 伝 費  15,719 6,375  

13．支払報酬手数料  81,768 108,535  

14. 業 務 委 託 費  636,695 321,672  

15．通 信 費  19,456 19,706  

16．水 道 光 熱 費  6,888 7,613  

17．消 耗 品 費  7,489 6,810  

18．事 務 用 品 費  3,400 2,853  

19．地 代 家 賃  33,687 44,026  

20．リ ー ス 料  13,696 21,640  

 

21．そ の 他  140,991 1,646,624 30.8 63,079 1,296,510 40.5 △350,114

営 業 損 失  282,061 △5.3 482,367 △15.1 △200,306
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                                       （単位：千円） 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

増減 

区    分 
注記
番号 

金額 百分比 金額 百分比 金額 

  ％  ％

Ⅳ 営 業 外 収 益   

１．受取利息及び配当金 ※1 15,962 13,226  

２. 有 価 証 券 利 息  3,731 1,852  

３．業務受託手数料 ※1 12,000 10,070  

４．為 替 差 益  1,481 123  

５．貸倒引当金戻入益  58 －  

６. 保 険 金 解 約 益  27,863 －  

７．為替予約評価益  － 4,923  

８．法人税等還付加算金  － 4,815  

 

９．雑 収 入  426 61,523 1.1 2,699 37,710 1.2 △23,812

Ⅴ 営 業 外 費 用   

１．支 払 利 息  20,704 18,327  

２．社 債 利 息  17,087 9,982  

３．社 債 手 数 料  17,740 11,040  

４．社 債 発 行 費  8,506 46,837  

５．新 株 発 行 費  7,797 43  

６．投資事業組合持分損失  8,217 10,639  

７．貸倒引当金繰入額  － 270  

 

８．雑 損 失  2,002 82,054 1.5 9,290 106,431 3.3 24,376

経 常 損 失  302,592 △5.7 551,088 △17.2 △248,495

Ⅵ 特 別 利 益    

 １. 投資有価証券売却益  83,095 1.6 175,934 5.5 92,838

Ⅶ 特 別 損 失   

１．過年度役員退職慰労引当金繰入額   85,466 －  

２. 移 転 関 連 費 用  20,033 －  

３. 固定資産除却損 ※2 3,288 4,202  

４. 棚 卸 評 価 損  73,471 1,496,611  

５．ソフトウェア評価損  308,039 59,106  

６．関係会社株式評価損  － 108,983  

７. 契 約 解 除 損 失  － 538,164  

 

８. そ の 他  － 490,300 9.2 4,512 2,211,581 69.1 1,721,281

税引前当期純損失  709,797 △13.3 2,586,735 △80.9 △1.876,938
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（単位：千円） 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

増減 

区    分 
注記
番号 

金額 百分比 金額 百分比 金額 

法人税、住民税及び事業税  7,020 4,430  

未払法人税等戻入  △   13,942 －  

 

法人税等調整額  △ 285,115 △ 292,038 △5.5 △ 99,380 △ 94,950 △3.0 197,087

当 期 純 損 失  417,759 △7.8 2,491,785 △77.9 △2,074,026

前 期 繰 越 利 益  1,043,593 481,011 △562,582

当期未処分利益又は 
当期未処理損失（△） 

 625,834 △2,010,774 △2,636,609
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売上原価明細書 
１．ＳＩビジネスサービス                                     

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区    分 
注記
番号 

金 額（千円） 構成比 金 額（千円） 構成比 

  ％  ％

Ⅰ 労 務 費  375,236 23.8 201,839 16.9

Ⅱ 外 注 費  776,658 49.2 488,235 40.9

Ⅲ 経 費  425,433 27.0 504,530 42.2

１．旅 費 交 通 費  30,626 11,675 

２．減 価 償 却 費  115,889 150,038 

３．賃 借 料  53,170 22,359 

４．ハ ー ド ウ ェ ア 等  191,945 302,956 

５．そ の 他  33,801 17,501 

当期総製造費用  1,577,328 100.0 1,194,605 100.0

期首仕掛品たな卸高  － 89,635 

合   計  1,577,328 1,284,240 

期末仕掛品たな卸高  89,635 19,581 

他勘定振替高 ※ 429,688 50,717 

ＳＩビジネスサービス原価  1,058,005 1,213,941 

    

 （注）原価計算方法はプロジェクト別実際個別原価計算を採用しております。 

 

※他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

項目 前事業年度 当事業年度 

ソフトウェア（千円） 429,688 50,717 
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２．ライセンス等ビジネスサービス                           

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区    分 
注記
番号 

金 額（千円） 構成比 金 額（千円） 構成比 

  ％  ％

Ⅰ 材 料 費  358 0.1 － －

Ⅱ 労 務 費  48,275 8.0 57,827 6.6

Ⅲ 外 注 費  120,697 20.0 113,648 12.9

Ⅳ 経 費  433,331 71.9 707,359 80.5

１．旅 費 交 通 費  4,342 2,629 

２．減 価 償 却 費  202,607 129,519 

３．賃 借 料  5,234 5,543 

４．ラ イ セ ン ス 料  45,625 42,558 

５．ハ ー ド ウ ェ ア 等  163,674 517,916 

６．通 信 費  7,138 4,072 

７．そ の 他  4,709 5,119 

当 期 総 製 造 費 用  602,663 100.0 878,835 100.0

期首仕掛品たな卸高  － 435 

 合   計  602,663 879,271 

期末仕掛品たな卸高  435 66,025 

他 勘 定 振 替 高 ※1 12,224 － 

当期製品製造原価  590,003 813,245 

期首製品たな卸高  13,240 0 

計   603,244 813,245 

期末製品たな卸高  13,323 0 

他 勘 定 振 替 高 ※2 447 － 

ライセンス等ビジネスサービス原価  589,473 － 813,245 

    

 （注）受託開発業務の原価計算方法はプロジェクト別実際個別原価計算を採用しております。また、その他の原価

計算方法は実際総合原価計算を採用しております。 
 

※1. 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

項目 前事業年度 当事業年度 

ソフトウェア（千円） 12,224 － 

 

※2. 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

項目 前事業年度 当事業年度 

広告宣伝費（千円） 447 － 
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（４）利益処分計算書又は損失処理計算書                                   

 
前事業年度 
株主総会承認日 
（平成17年３月25日） 

 
 
 

当事業年度 
株主総会開催予定日 
（平成18年３月28日） 

区    分 金 額（千円） 区    分 金 額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  625,834 Ⅰ 当期未処理損失  2,010,774 

Ⅱ 任意積立金取崩額   Ⅱ 任意積立金取崩額   

 特別償却準備金取崩額 873 873  特別償却準備金取崩額 873 873 

  合    計  626,707   合    計  2,009,901 

Ⅲ 利 益 処 分 額      

 １．配 当 金 145,679     

 ２．任 意 積 立 金      

  
特 別 償 却 準 備 金 

17 145,696    

Ⅳ 次期繰越利益  481,011 Ⅲ 次期繰越損失  2,009,901 

      

 （注）配当金は、当期末の発行済株式総数から自己株式（1,309 株）を除いて算出しております。 

 

１株当たり配当金の内訳 

前事業年度 

平成 16 年 12 月期 

当事業年度 

平成 17 年 12 月期  

年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 

 

普通（旧）株式 

（内訳） 

記念配当 

 円 銭

1,000 00

1,000 00

 円 銭

－  －

－  －

 円 銭

1,000 00

1,000 00

 円 銭

－  －

－  －

 円 銭 

－  － 

 

－  － 

円 銭

－  －

－  －
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重要な会計方針 

項    目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によってお

ります。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)によっております。

時価のないもの 

 移動平均法による原価法によって

おります。 

  

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同 左 

 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同 左 

 

 

 

時価のないもの 

 同 左 

 

なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資（証券取引

法第２条２項により有価証券とみな

されるもの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。 

(1)  

 

(1) 商品 

個別法による原価法によっておりま

す。 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(2) 原材料 

先入先出法による原価法によってお

ります。 

(2)  

 (3) 製品 

先入先出法による原価法によってお

ります。 

(3)  

 (4) 仕掛品 

個別法による原価法によっておりま

す。 

(4) 仕掛品 

同 左 

 (5) ソフトウェア使用許諾権 

個別法による原価法によっておりま

す。 

(5) ソフトウェア使用許諾権 

同 左 

 (6) 貯蔵品 

最終仕入原価法によっております。

(6) 貯蔵品 

同 左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りで

あります。 

建物      ３～15年 

工具器具備品  ４～20年 

(1) 有形固定資産 

同 左 

なお、主な耐用年数は以下の通りで

あります。 

建物      ３～15年 

工具器具備品  ３～20年 
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項    目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 (2) 無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェアについ

ては、見込販売収益に基づく償却額

と残存有効期間（３年）に基づく均

等配分額とを比較し、いずれか大き

い額を計上しております。 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しており

ます。 

(2) 無形固定資産 

同 左 

４．繰延資産の処理方法 (1) 社債発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

(2) 新株発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

 

(1) 社債発行費 

同 左 

 

(2) 新株発行費 

同 左 

 

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

同 左 

 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職金の支払に備えるため、

当社退職金規程に基づく自己都合に

よる期末要支給額を用いて算出した

退職給付債務を計上しております。

(2) 退職給付引当金 

同 左 
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項    目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 (3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末

要支給額を計上しております。 

（会計処理の変更） 

従来、役員退職慰労金は、支出時の費

用として計上しておりましたが、当事

業年度から内規に基づく期末要支給

額を役員退職慰労引当金として計上

する方法に変更しております。 

この変更は、役員の在任期間の長期化

により、役員退職慰労金の負担額が重

要性を増してきたことから、役員退職

慰労金規程を改定したことを機に、役

員退職慰労金を在任する各期に配分

し、期間損益の適正化と財務体質の健

全化を図るために行ったものであり

ます。 

この変更により、当期発生額31,722

千円を販売費及び一般管理費に計上

し、過年度相当額85,466千円を特別損

失に計上しております。 

この結果、従来の方法によった場合と

比較して、営業損失及び経常損失はそ

れぞれ31,722千円増加し、税引前当期

純損失は117,189千円増加しておりま

す。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同 左 

 

６．収益及び費用の計上基準 

 

(1) 売上 

売上高のうち、開発期間が１年以上か

つ受注金額が１億円以上の受託開発

は進行基準によっております。 

（会計処理の変更） 

従来、売上高のうち、受託開発に係る

売上については進行基準によってお

りましたが、当事業年度から、開発期

間が1年以上かつ受注金額が1億円以

上の受託開発を除き、収益計上基準を

完成基準に変更しております。 

この変更は、新たに連結財務諸表の作

成を機に、連結子会社と収益計上基準

を統一するために行ったものであり

ます。 

なお、この変更による損益に与える影

響は軽微であります。 

(1) 売上 

同 左 
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項    目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 (2) ソフトウェア使用許諾権の処理方

法 

ソフトウェア使用許諾権のうち、顧

客関係構築システムについて、許諾

権および更新料だけを販売したもの

は、ソフトウェア等販売の売上原価

で処理しております。それ以外のソ

フトウェア使用許諾権は、払出時に

ＳＩビジネスサービスもしくはライ

センス等ビジネスサービスの売上原

価の経費（ハードウェア等）で処理

しております。 

ソフトウェア使用許諾権に含まれる

ソフトウェアの更新料で、更新期限

の到来したものは、到来した時点で

全額販売費及び一般管理費のその他

で処理しております。 

(3) ソフトウェア使用許諾権の処理方

法 

同 左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ソフトウェア使用許諾権に含まれる

ソフトウェアの更新料については、

更新期限までの期間にわたり定額法

による按分額を全額販売費及び一般

管理費として処理しております。 

 

（追加情報） 

 ソフトウェア使用許諾権に含まれる 

ソフトウェアの更新料は、従来更新 

期限が到来した時点で費用処理して 

おりましたが、金額的重要性が増し 

てきたため、当事業年度より更新期

限までの期間にわたり定額法による

按分額を費用処理することとしてお

ります。 

 この結果、従来の方法によった場合 

と比較して、営業損失、経常損失及 

び税引前当期純損失がそれぞれ 

1,591千円多く計上されております。

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同 左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 

(1) 消費税等の会計処理 

同 左 
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表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（貸借対照表関係） 

前事業年度まで区分掲記しておりました「製品」（当

事業年度残高0千円）および「原材料」（当事業年度

残高0千円）は、資産の総額の100分の１以下となっ

たので、流動資産の「その他」に含めて表示するこ

とにしました。 

 

前事業年度まで、「前渡金」として処理しておりまし

た「ソフトウェア使用許諾権」については、金額的

重要性が高まったことおよび表示科目の明瞭性の観

点から、区分掲記しました。 

なお、前事業年度末の「ソフトウェア使用許諾権」

は 1,167,477 千円であります。 
 
(損益計算書関係) 

当事業年度より、販売形態および売上高全体に占め

る割合等を考慮し、事業内容を明瞭にするため、売

上高の表示区分を変更しております。 

従来の「ＳＩビジネスサービス」および「ワイヤレ

スソリューションサービス」のうち、顧客関係構築

システムについて、許諾権および更新料だけを販売

したものは、「ソフトウェア等販売」に変更するとと

もに、「ワイヤレスソリューションサービス」は、「ラ

イセンス等ビジネスサービス」に含めております。

これに伴い、売上原価の表示区分も変更しておりま

す。 

なお、前事業年度の売上高および売上原価を当事業年

度の計上区分で示せば次のとおりであります。 

 

    

 

 

区分 

売上高 

 ＳＩビジネスサービス 

 ライセンス等ビジネスサービス 

 ソフトウェア等販売 

金額（千円） 

 

3,603,039 

1,100,754 

   2,728,626 

 

 

  

    売上高合計   7,432,421    

    
 売上原価 

ＳＩビジネスサービス 

 ライセンス等ビジネスサービス 

 ソフトウェア等販売 

 

2,417,774 

819,758 

1,648,648 

 

  

   売上原価合計   4,886,181    
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前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度まで営業外収益の「受取利息」に含めて

表示しておりました「有価証券利息」は、営業外収

益の 100 分の 10 を超えたため区分掲記しました。 

なお、前事業年度における「有価証券利息」の金額

は 764 千円であります。 

 

前事業年度まで営業外費用の「雑損失」に含めて表

示しておりました「社債手数料」および「投資事業

組合持分損失」は、それぞれ営業外費用の 100 分の

10 を超えたため区分掲記しました。 

なお、前事業年度における「社債手数料」の金額は

11,908 千円、「投資事業組合持分損失」の金額は

12,088 千円であります。 

 

 

 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成 16 年

法律第 97 号）により、証券取引法第 2条第 2項にお

いて、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合

への出資を有価証券とみなすこととされたことに伴

い、前事業年度まで「出資金」に含めていた投資事

業組合への出資金を、当事業年度より「投資有価証

券」に計上しております。 

この変更により、「投資有価証券」は276,536千円増

加し、「出資金」は同額減少しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

※1.授権株式数及び発行済株式総数 ※1.授権株式数及び発行済株式総数 
 
授権株式数   普通株式 224,064株

発行済株式総数 普通株式 146,988株
  

 
授権株式数   普通株式 224,064株

発行済株式総数 普通株式 147,013株
  

※2.自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,309株

であります。 

※2.自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,309株

であります。 

※3.関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

流 動 資 産        千円 

 短期貸付金 320,000 

上記以外に関係会社に対する資産として、売掛金、

ソフトウェア使用許諾権、前渡金、未収入金、未 

収収益が214,659千円あります。 

※3.関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

流 動 資 産        千円 

 売 掛 金      223,120 

 短期貸付金 1,411,000 

上記以外に関係会社に対する資産として、立替金、

ソフトウェア使用許諾権、未収入金、前払費用、

商品、未収収益が285,519千円あります。 

※4.配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産が4,469千円

増加しております。 

なお、当該金額は、商法施行規則124条第３号の規

定により配当に充当することが制限されておりま

す。 

※4.配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産が156千円増加

しております。 

なお、当該金額は、商法施行規則124条第３号の規

定により配当に充当することが制限されておりま

す。 

5.発行済株式数の増加内訳 

ストックオプションの権利行使により発行された

新株は以下のとおりであります。 

   発行株数        1,041株 

   発行価額総額     32,135千円 

   資本組入額総額    16,067千円 

新株予約権付社債の権利行使により発行された新株

は以下のとおりであります。 

   発行株数        21,983株 

   発行価額総額   2,500,000千円 

資本組入額総額   1,250,000千円 

5.発行済株式数の増加内訳 

ストックオプションの権利行使により発行された

新株は以下のとおりであります。 

   発行株数        25株 

   発行価額総額     906千円 

   資本組入額総額    453千円 

 

※6.ソフトウェア使用許諾権 

顧客関係構築及び情報漏洩防止を目的とする業務 

用ソフトウェアの使用許諾権及びそれに付随する 

ソフトウェアの更新料であります。  

※6.ソフトウェア使用許諾権 

顧客関係構築等を目的とする業務用ソフトウェア

の使用許諾権及びそれに付随するソフトウェアの

更新料であります。 

 ※7.株式売却未実現利益 

  保有有価証券を子会社に売却した際に発生した売却

  益を繰り延べたものであります。 

 

 

   8.資本の欠損の額は 2,186,660 千円であります。 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※1.関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

  営業外収益 

受取利息        10,546千円 

    業務受託手数料    12,000千円 

※1．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

  営業外収益 

受取利息         9,710千円 

   業務受託手数料     9,573千円 

※2.固定資産除却損は、建物3,053千円、工具器具備品 

234千円であります。 

※2.固定資産除却損は、建物3,228千円、工具器具備品

973千円であります。 

 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（単位：千円） （単位：千円）
 

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高
相 当 額

車 両 運 搬 具 15,526 7,019 8,506

工具器具備品 121,847 55,365 66,482

合 計 137,373 62,384 74,989

  

 

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高
相 当 額

車 両 運 搬 具 15,526 10,124 5,401

工具器具備品 125,886 73,051 52,835

合 計 141,412 83,175 58,237

  
２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

 
１年内 27,685千円

１年超 48,262千円

合計 75,947千円
  

 
１年内 20,579千円

１年超 38,418千円

合計 58,998千円
  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
 
支払リース料 27,002千円

減価償却費相当額 25,859千円

支払利息相当額 1,787千円
  

 
支払リース料 28,939千円

減価償却費相当額 27,724千円

支払利息相当額 1,581千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価

保証の取り決めがある場合は、残価保証額）とす

る定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法は利息

法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同 左 
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（有価証券関係） 

 

 前事業年度末（平成 16 年 12 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 当事業年度末（平成 17 年 12 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
 
（繰延税金資産） （千円）

退職給付引当金損金算入限度超過額 18,519 

未払賞与損金不算入額 14,150 

貸倒引当金繰入限度超過額 12,745 

ソフトウェア償却超過額 102,822 

役員退職慰労引当金繰入超過額 47,696 

棚卸評価損 29,903 

繰越欠損金 129,844 

その他 1,417 

繰延税金資産合計 357,098 

（繰延税金負債） （千円）

特別償却準備金 1,797 

未収事業税 16,931 

その他有価証券評価差額金 3,106 

 繰延税金負債合計 21,835 

繰延税金資産の純額 335,262 
 

 
（繰延税金資産） （千円）

退職給付引当金損金算入限度超過額 19,297 

未払賞与損金不算入額 7,656 

貸倒引当金繰入限度超過額 41,988 

ソフトウェア償却超過額 70,031 

役員退職慰労引当金繰入超過額 40,832 

棚卸評価損 639,024 

契約解除損失 174,353 

未払事業税 6,355 

繰延未実現利益 316,434 

関係会社株式評価損 44,356 

繰越欠損金 28,695 

その他 888 

繰延税金資産小計 1,389,916 

評価性引当額 △948,964 

繰延資産合計 440,951 

（繰延税金負債） （千円）

特別償却準備金 1,198 

その他有価証券評価差額 107 

その他 2,003 

 繰延税金負債合計 3,309 

繰延税金資産の純額 437,642 
 

  繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

  含まれております。 

                    （千円） 

   流動資産－繰延税金資産      158,383 

   固定資産－繰延税金資産      176,879 

  繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

  含まれております。 

                    （千円） 

   流動資産－繰延税金資産      358,026 

   固定資産－繰延税金資産       79,615 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 
税引前当期純損失が計上されているため、記載をし

ておりません。 
 

 
税引前当期純損失が計上されているため、記載をし

ておりません。 
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（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 
１株当たり純資産額 40,250円３銭

１株当たり当期純利益 3,214円63銭
 

 
１株当たり純資産額 22,118円22銭

１株当たり当期純損失 17,101円92銭
  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在するものの１株当たり当期純

損失が計上されているため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在するものの１株当たり当期純損

失が計上されているため記載しておりません。 

 （注） １株当たり当期純利益（純損失）金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 千円 千円 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益又は当期純損失（△） △417,759 △2,491,785 

普通株主に帰属しない金額 － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期
純損失（△） 

△417,759 △2,491,785 

期中平均株式数（株） 129,955 145,702 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額 － － 

普通株式増加数（株） － － 

（うち新株予約権）              －              － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

新株引受権方式によるストックオプシ

ョン 

平成12年９月12日臨時株主総会決議 

3,781株

 平成12年10月19日臨時株主総会決議 

48株

 平成13年３月28日定時株主総会決議 

396株

 平成13年８月１日臨時株主総会決議 

838株

新株予約権方式によるストックオプシ

ョン 

平成15年３月27日定時株主総会決議 

704個

平成16年３月26日定時株主総会決議 

539個

新株引受権方式によるストックオプシ

ョン 

平成12年９月12日臨時株主総会決議 

3,766株

 平成12年10月19日臨時株主総会決議 

48株

 平成13年３月28日定時株主総会決議 

386株

 平成13年８月１日臨時株主総会決議 

832株

新株予約権方式によるストックオプシ

ョン 

平成15年３月27日定時株主総会決議 

432個

平成16年３月26日定時株主総会決議 

417個
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．新株予約権の発行について 

平成17年３月25日開催の定時株主総会において、商

法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づ

き、以下のとおり新株予約権を発行することを決議

いたしました。 

(1) 特に有利な条件により新株予約権を発行する理由

当社および当社の関係会社の業績向上に対する意

欲や士気を高めるため。 

(2) 新株予約権割当の対象者 

当社および当社の関係会社の取締役、監査役、顧

問および従業員  

(3）新株予約権発行の要領 

１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当社普通株式2,000株を上限とする。 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場

合、次の算式により新株予約権の目的たる株式

の数を調整するものとする。ただし、かかる調

整は新株予約権のうち、当該時点で行使されて

いない新株予約権の目的たる株式の数について

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数につ

いては、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比

率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併

を行い本件新株予約権が承継される場合、また

は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場

合、当社は必要と認める株式数の調整を行うこ

とができるものとする。 

２．新株予約権の総数 

2,000個（新株予約権１個あたりの目的となる普

通株式数１株。ただし、前項１に定める株式数

の調整を行った場合は、同様の調整を行う。）

を上限とする。 

３．新株予約権の発行価額 

無償で発行するものとする。 

 １．株式交換に関する覚書の締結 

当社および株式会社ジャレコは、日本市場における

CRM導入の加速等を目的として、平成18年１月30日に

両社の取締役会において、今後の経営の交流を前提

として平成 18 年５月１日に株式交換を行う予定とす

る決議を行い、覚書を締結しました。これにより当社

は、平成 18 年３月 28 日に開催される定時株主総会の

株式交換契約承認決議を前提として、株式会社ジャレ

コの完全子会社となり、大阪証券取引所（ヘラクレス

市場）において上場廃止を予定しております。 

 

 ２．株式会社アイカルの株式取得による子会社化 

 当社は、平成 18 年 2 月 10 日、ITX ネクストリーム

1号投資事業組合（ITXN）と連携し、株式会社アイカ

ルを第三者割当増資の引受及び株式譲渡契約により

子会社化することに関して ITXN 並びに株式会社コン

ピューター利用技術研究所、株式会社アイカル及び

前２社の代表取締役である執行信昭氏と合意書を締

結することを取締役会決議いたしました。 

①会社となる会社の概要（平成 18 年 2月 10 日現在）

  (1)商号     株式会社アイカル 

 (2)本社所在地  福岡県福岡市早良区百道浜２ 

丁目 1番 22 号 

  (3)設立年月日  平成 14 年 12 月 2 日 

  (4)代表者    代表取締役社長 執行信昭 

  (5)資本金    114,500 千円 

  (6)事業内容   多次元データベース「CACHE」

販売・関連システム開発・保守等

 (7)従業員数   25 名 

 (8)発行済株式数 4,040 株 

  (9)株主     株式会社コンピューター利用 

技術研究所、執行信昭 

②株式取得の概要 

(1) アイカル既存株主から ITXN に対するアイカ

ル株式譲渡 

   譲渡株式数  普通株式 4,040 株 

   譲渡価額   1 株につき金 16,400 円 

   譲渡日    平成 18 年 2 月 13 日 

   譲渡主    株式会社コンピューター利

用技術研究所、執行信昭 

(2) アイカルから ITXN に対する第三者割当増資

   発行新株式数 普通株式 4,651 株 

   発行価額   1 株につき金 17,200 円 

   払込期日   平成 18 年 2 月 24 日 

(3) アイカルからイーシステムに対する第三者割

当増資 

   発行新株式数 普通株式 5,814 株 

   発行価額   1 株につき金 17,200 円 

   払込期日   平成 18 年 4 月 21 日（予定）

(4) ITXNからイーシステムに対するアイカル株式

譲渡 

   譲渡株式数  普通株式 2,020 株 

   譲渡価額   1 株につき金 17,200 円 

   譲渡日    平成 18 年 4 月 21 日（予定）
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前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

４．新株予約権の行使に際して払込をすべき金額 

各新株予約権の行使に際して払込をすべき金

額は、各新株予約権の行使により発行または移

転する株式１株当たりの払込金額（以下、「行

使価額」という。）に行使株式数を乗じた金額

とする。行使価額は、新株予約権を発行する日

（以下、「発行日」という。）の属する月の前

月の各日（取引が成立しない日を除く。）にお

ける株式会社大阪証券取引所の当社普通株式

の普通取引の終値（以下、「終値」という。）

の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数

は切り上げる。）とする。 

ただし、その金額が新株予約権発行日の当日の

終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ

直近日の終値。）を下回る場合は、当該終値を

行使価額とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割また

は株式併合を行う場合、上記行使価額は分割ま

たは併合の比率に応じ次の算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げるものとする。 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 

１ 

分割・併合の比率
 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または

自己株式の処分（新株予約権の行使ならびに商

法等の一部を改正する法律（平成13年法律第

128号）施行前の商法に定められた新株引受権

の行使による場合を除く。）が行われる場合、

上記行使価額は次の算式により調整されるも

のとし、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げるものとする。 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 

新規発行株式数×１株当たり払込金額
既発行株式数＋ 

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
 

上記算式において、「既発行株式数」とは当社

の発行済株式総数から当社が保有する自己株

式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う

場合には、「新規発行株式数」を「処分する株

式数」に、「新規発行前の株価」を「処分前の

株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

 ３．エブリパスジャパン株式会社の事業終了について 

当社の取引先であるエブリパスジャパン株式会社

（以下「同社」）より平成 18 年 1 月 9 日に同社が

事業を終了するという通知を受けました。 

当社は、同社の販売代理店であり、同社製ソフト

ウェアを当社顧客に販売すると同時に、サポート

サービス契約を締結しております。この契約の履

行のため同社ともサポートサービス契約を締結

しサービスの提供を受けております。当社は、同

社の債務整理を行う代理人に対し、保守料返還及

び今後当社が顧客に対するサポートサービスを

継続して履行するために必要な情報提供の要請

を行っております。今後、同社よりサポートサー

ビスの提供を受けられない場合、当社は顧客に対

するサポートサービス提供義務を履行できない

可能性があります。当該事象が当社の営業活動及

び財務諸表に与える影響は、不明であります。 
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前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併

を行い本件新株予約権が承継される場合、または

当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当

社は必要と認める行使価額の調整を行うものと

する。 

５．新株予約権を行使することができる期間 

平成19年４月１日から平成27年３月25日まで 

６．新株予約権の行使の条件 

(a) 新株予約権者は、権利行使時において、当社ま

たは当社の関係会社の取締役、監査役、顧問ま

たは従業員のいずれかの地位を保有している

ことを要する。ただし、任期満了による退任、

自己都合（死亡による場合を除く）または早期

退職もしくは定年退職した場合はこの限りで

はない。 

(b)  新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の

相続人がその権利を行使することができるも

のとする。 

(c)  新株予約権の譲渡・質入れその他一切の処分は

認めないものとする。 

(d)  その他の条件については、平成17年３月25日開

催の当社定時株主総会決議及び当社取締役会

決議に基づき、当社と対象の取締役、監査役、

顧問及び従業員との間で締結する「新株予約権

付与契約」に定めるところによるものとする。

７．新株予約権の消却事由および条件 

(a)  当社が消滅会社となる合併契約書の議案が承

認されたとき、当社が完全子会社となる株式交

換契約書承認の議案または株式移転の議案に

つき株主総会で承認されたときは、当社は本件

新株予約権を無償で消却できるものとする。 

(b) 本新株予約権は、新株予約権の割当を受けた者

が６(a)に定める条件を満たさない状態となり

権利を喪失した場合にはその新株予約権を無償

で消却することができるものとする。ただし、

この場合の消却手続きは新株予約権の行使期間

終了後一括して行うことができるものとする 

８．新株予約権の譲渡制限 

新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を

必要とする。 

９．その他細目事項 

新株予約権に関するその他の細目事項について

は取締役会決議により決定するものとする。 

 

 

    

 

 

    

 


